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論 文 内 容 要 旨
1980年代、台湾では、社会保障が急速 に整備 された。そ して、80年代 における一連 の展開の締 あ
くくりとして、1995年に 「全民健康保険」(国民健康保険)が 導入 された。「全民健康保険」の導入
によ って、台湾 は皆保険を達成 したのであ る。皆保険の達成に先だって、李登輝総統 は 「戦後50年
の間、台湾は経済の奇跡を遂げたが、 これか らは福祉の奇跡の達成 に努めなければな らない」 と公
言 している。っまり、 これまで経済発展を国家 目標 として掲げて きた台湾は、90年代 に、経済発展
にかわ って 「福祉国家」を最大の 目標 とす ることにな ったのである。皆保険の達成はその第一歩で
ある。
周知 のように、社会保障や福祉国家などの概念 と制度は西欧を典型 としているが、西欧において
も、社会保障や福祉国家 という用語 は固定的概念を持 っていない。現代のいわゆる福祉国家には大
きな共通点が見 られるものの、国によってそれぞれ異な った形態をもっていることも事実である。
社会保障 と福祉国家 の用語 にっいて、本稿では以下 の意味で使用す る。「福祉国家 とはさ しあた り
社会保障制度を不可欠の一環 として定着 させた現代国家ないし現代社会の体制を指す もの」 といわ
れ るように、社会保障は福祉国家の最 も重要かつ中心的構成要素であ ると考え る。 そ して社会保障
は狭義の意味に限定す る。狭義 というのは、社会保障は社会保険 と社会扶助(あ るいは公的扶助)
と社会福祉サービスの三っの制度を含む もの とする。
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台湾の社会保障は未だ法制化されていない。 そ して、社会保障や福祉国家の ビジョンも明確では
ない。 しか し、1988年の 「我国社会福利定義與範囲之研究」 を見る限 り、政府 と しては、社会保障
を整備 し、台湾を福祉国家 として建設 しよ うという意欲が見 られ る。一方、現段階で は国民の一般
的概念 と社会保障の現状を見 る限 り、台湾においては、社会保障よ りも、社会保険が重要視 されて
いる。 っま り、台湾 にお ける社会保障は社会保険 を中核 としている。言い換えれば、社会保険が
「台湾の福祉国家」の原点 になるのである。
本稿 は、「台湾の福祉国家」 の原点であ る社会保険の歴史展開の究明を課題 としている。1950年
の社会保険制度の導入 か ら1995年の皆保険の達成 までを対象に している。そ して、分析方法 は社会
保険諸制度の法的改正 に基 づいて、制度の変遷に重点をおき、その影響要因を究明する。社会保険
の展開をそれぞれの特徴 によ って、試行期、確立期そ して拡張期の三段階にわけて分析を行 うこと
にした。
第一段階(第 一章):試行期。1950年の 「台湾省労工保険弁法」 の導入か ら1958年の国家の制度
としての 「労工保険」の成立、「公務人員保険」の導入 までの時期である。
1950年に、台湾 における史上最初 の社会保険制度が導入 された。労働者を対象 にした 「労工保険」
であった。 「労工保険」 は最初 の社会保険制度であるだけではな く、社会保障の中で も最 も早 く法
制化 された制度である。台湾における社会保障は社会保険が中核を担 っているという特徴 は、すで
にここで始 まっていたのであ る。
「労工保険」 は肉体労働者を対象 に していた。 それ も単 なる第二次産業の労働者だけを対象に し
ていたのではな く、漁業労働者 と 「蕪農」(甘蕪を栽培 して いる農民)と い う一部の第一次産業労
働者を も保険対象に していた。1950年に 「台湾省労工保険条例」 によって 「労工保険」が創設 され
てか ら、1958年に 「労工保険条例」が成立 するまでの過程 は、社会保険の試行錯誤の時期であ った。
換言すると、 この期間 は 「労工保険」の試行期 と言 って もよい。 その試行的な性格 は次の4点 に表
れている。第一 に、「地方的」な社会保険制度 という点である。第二 に、「包括的」 な制度ではな く、
「分立的」な制度 という点である。第三 に、「段階的」 に実施 されたとい う点である。第四に、法案
が頻繁 に改正 された点である。
第二段階(第 二章):確立期。1958年の 「公務人員保険」 の導入、そ して 「労工保険」の中央 レ
ベルへの昇格か ら、1979年の 「労工保険条例」の第三回の修正までの期間である。
1958年1月29日に 「公務人員保険法」、7月21日に 「労工保険条例」の両法案 が成立 したことに
よ って、台湾における社会保険体系が正式に確立 した。1958年に成立 した 「労工保険」 と 「公務人
員保険」は、それ以降、台湾の社会保険 システムの基礎 になる。1958年か ら70年代の末にか けての
確立期を通 して、社会保険 は、「労工保険」 と 「公務人員保険」を中心 に、安定的に展開 した・
1958年の 「労工保険条例」 の成立 によ って、分立 して いた 「労工保険」制度は統合された・ そ し
て 「地方 的」な 「労工保険」制度 は国家 の制度になった。1968年の第一回修正 「労工保険条例」の
特徴 は次の5点 である。第一に、「強制被保険者」が非肉体労働者 にまで拡大 された。第二 に、疾
病給付の範囲が拡大 された。第三 に、保険費率が4%か ら8%に 大幅に引 き上 げ られた。第四に・
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雇用主の負担が増加 した。 これまで雇用主 と被保険者は75%:25%の割合で負担 して いたが、その
割合 は雇用主80%:被保険者20%になった。第五に、保険給付 に 「失業給付」が導入 された。 しか
し失業保険の保険費率が2%一3%の 範囲 に設定 された以外 には、具体的な ことは条例 に規定 され
なかった。
「労工保険」 は1958年の 「労工保険条例」 の導入、そ して1968年の第一回の修正 によ って大枠が
確立 した。 この時期 における 「労工保険」の展開にっいての意義 として次の三点が挙げ られ る。第
一 に、国の社会保険制度 として法的に本格的な整備がなされていったという点である。第二 に、疾
病給付 の内容が質 ・量 ともに充実 した という点である。第三に、失業給付が導入 され ることによっ
て、法律の面で労働者に対す る全般的な保障が完成 した点である。
確立期にお いて社会保険制度の展開は主 に政治的要因に規定 されていた。70年代 の半ばまで台湾
は国民党の独裁体制下 にあったため、社会保険制度 の展 開 も国民党 によ って方向付け られた。 した
がって確立期の特徴 は、「上か ら」 の社会保険制度 の整備 と言える。「上か ら」 の社会保険制度 の整
備 とい うのは、社会保険に対す る 「下か ら」の需要 を伴 わないにもかかわ らず、政府 によって社会
保険制度が導入 され ることを意味す る。「下か ら」の需要を伴わないとい うのは、軍事独裁体制に
おいて、事実上、国民の需要 は無視 されていることである。
第三段階(第 三章):拡張期。1979年か ら1995年の 「全民健康保険」 の導入 までの時期で ある。
70年代末か ら社会保険の展開 は、それまでの安定的な様相か ら一転 して急速な展開 を見せ始 め、拡
張期に入 る。拡張期における展開の特徴は以下 の三点である。第一 に、被保険対象 の拡大である。
第二 に、医療給付 における内容 の充実 と適用対象の拡大である。第三 に、「二本立 て」の社会保険
か ら 「三本立て」 に変わ った点である。社会保険が導入 されてか ら約30年にわたって労働者 と公務
員だけを対象 にして きた状況に終止符が打たれ、農民を対象 にす る 「農民健康保険」が創設 された。
「農民健康保険」の導入によって、就業人口のすべてが社会保険によって保障 され るようにな った。
そして、 それまで 「公務人員保険」 と 「労工保険」か ら構成 され た二本立ての社会保険 システムが
「公 ・労 ・農保」 という三本立ての システムに変わ ったのである。
70年代半ばまでの確立期 には 「労工保険」 と 「公務人員保険」 は相対的 に安定 した、政府主導型
の、 いわゆる 「上か ら」の展開を見せていた。 しか し、70年代 に入 り、60年代か ら続いて きた経済
の高成長 によ って、社会構造が農業社会か ら工業社会 に変化する過程で、家族や共同体による相互
扶助が弱 まり、社会保険 に対す る需要が徐々に高まって きた。 そ して、政治的 には、 これまでの独
裁体制が緩 みはじめ、民衆 の発言力が高 まって きた。80年代に入 ってか ら、 その傾向は一層強まっ
たのである。 このように民主化の進展 と社会保険 に対す る需要 の高 まりがあいま った、「下 か ら」
の社会保険 に対する要求が70年代後半か らの社会保険の展開にとって最 も重要な影響要因であ った。
最後に 「全民健康保険」 の成立(終 章):皆 保険が成立す るまでの台湾の社会保険体系の特徴 は
三つある。第一の特徴は、台湾の社会保険 は主 に労働人 口を対象 にしていることである。 そ して地
域保険ではな く、職域保険である。被保険者 の面か ら制度構成を見ると、すべて職業活動部門 ごと
で分 け られていた。第二 に、制度間に格差が存在 していることである。全体的に見れば、社会保険
経248
の中では、公務員 に対す る保障が最 も充実 していたということである。第三 に、台湾 の社会保険 シ
ステムでは医療保険が中心 にな っていたということである。 そして医療保険 の発達 と対照的に、失
業保険 と年金保険は導入 されていない。各社会保険の制度 内容を見ると、現金給付 と医療給付 を含
めた綜合保険制度 と、単に医療給付 だけの医療保険制度の2種 類が並存 していた ことが分か る。前
者には 「労工保険」、「公務人員保険」、「私立学校教職員保険」、「退休人員保険」、「農民健康保険」
の5制 度が含 まれてお り、 それ以外が後者 に属 していた。
さらに、 この分類の仕方 は 「全民健康保険」が成立す る前後 の台湾の社会保険 システムの変化を
理解す ることに役立つ。なぜな ら、「全民健康保険」の導入 によって、既存 の社会保険制度 におけ
る経済保障(現 金給付)と 医療保障(医 療給付)は 分離 されたか らであ る。つ まり、 それまで医療
保険であった制度 はすべて 「全民健康保険」に統合 され、綜合保険であった制度 は医療給付部分が
「全民健康保険」に統合され、現金給付部分 は元の制度において存続することになったのである。
台湾の社会保険の歴史的展開 は 「外来政権」によって大 きく左右 されてきた。試行期および確立
期には軍事独裁体制下、台湾の社会保険は、国民党政権 における福祉国家の理念 と実際 には台湾 に
永住す るっ もりがないとい う現実 との矛盾の中で、政府主導の形で安定かつ緩慢 に展開 して きた。
国民党政府 は台湾に移転 してか ら長い間、 自らが中国を代表す る正統な政府であると主張 してき
た。冷戦時代 にその主張 はアメ リカ主導の西側諸国によって支え られていたが、60年代後半か らの
世界情勢の変化 とともに、 その根拠 がな くなりっっあった。 そのため、国民党政府 は中国か ら台湾
に目を向けるようになった。本稿 はこれを 「台湾化」と称する。「外来政権」の国民党にとって、80
年代、台湾における社会保障の整備、そ して95年の皆保険は、「台湾化」以外の何 もので もない。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文 は、台湾 における社会保険を1950年の 「労工保険」の導入か ら、国民皆保険 となった1995
年の 「全民健康保険」成立 にいたるまで フォロー し、台湾福祉国家の特色を分析 している。台湾の
福祉国家化 にとって とりわけ大 きな意義 を持 ったのは、1970年代末か ら80年代であった。著者によ
れば、歴史的に見 た台湾社会保険体系の特色 は次の3点 にある。第1に 、社会保険の対象 は労働人
口であった。 さらに、職域保険であ って地域保険ではなか った。第2に 、職域間格差が存在 し、公
務員が もっとも優遇 されていた。第3に 、社会保険 は医療保険が中心であった。
著者 は、 こうした台湾における社会保険 の展開を理解す る鍵 として、国民党政権 の政治的志向を
指摘す る。す なわち、国民党政権 は台湾人(本 省人)に とって外来政権であり、国民党 自身 も台湾
に長 くとどまる気 はなか った。 そのため国民党の台湾人 にたいする統治 は台湾人の福祉 を考えた も
のではなか った。 ところが中国本土 に復帰するとい う国民党の希望は実現可能性を喪失 し、かっ、
台湾 の政治的民主化が80年代に進んだことか ら、 国民党 は 「台湾化」 しはじめた。 そ して国民党政
権は台湾人 と和解す るために80年代 に急速 に福祉国家化 した。
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本論文の意義 は、 これまで 日本 はもちろん台湾において もほとん ど研究 されて こなか った台湾の
社会保険制度の歩みをまとまった形で整理 し、社会保険 の発展を試行期(1950年一58年)、確立期
(1958-79年)、拡張期(1979-95年)、皆保険期(1995年以降)と 明確 に区分 した上 でそれぞれの
時期の特色を分析 している点にある。 これは、研究史にたいする貢献 として評価で きる。
先駆的研究 ということもあ って、本論文 にはなお検討を要する点 も少 な くない。 とりわけ、制度
の発展 と政治 ・経済 ・社会情勢 との関連が十分 に分析されていない。 また、政策当局者 の状況認識
と政策理念はどのようなものであったのかにっいて もなお十分な検討がなされていない。資料上の
制約があったと思われるが、今後 の研究課題 として残されている。
これ らの不十分な点があるに して も、本論文が台湾社会保険の発展を分析 した先駆的研究である
意義が否定 され るわけではない。
よって、博士論文 として 「合格」 とす る。
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